
第11回 公益社団法人 全国助産師教育協議会（定時社員総会）

看護系大学の現状と課題
～助産師教育の動向を含めて～

令和２年6月13日（土）

文部科学省 高等教育局 医学教育課



高等教育機関の設置基準と看護職資格制度との関係
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専 修

学 校

職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図ることを目的として次の各号に該当する組織

的な教育を行うもの （学校教育法 第百二十四条）

大 学

大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的

能力を展開させることを目的とする。

大学は、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に

寄与するものとする。 （学校教育法 第八十三条）

専攻科

大学の専攻科は、大学を卒業した者又は文部科学大臣の定めるところにより、これと同等以上の学力があると認

められた者に対して、精深な程度において、特別の事項を教授し、その研究を指導することを目的とし、その修業

年限は、一年以上とする。 （学校教育法 第九十一条第二項）

別 科
大学の別科は前条第一項に規定する入学資格を有する者に対して、簡易な程度において、特別の技能教育を

施すことを目的とし、その修業年限は、一年以上とする。 （学校教育法 第九十一条第三項）

修 士

課 程

修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又はこれに加えて高度の専門

性が求められる職業を担うための卓越した能力を培うことを目的とする。 （大学院設置基準 第三条）

専門職

大学院

専門職学位課程は、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培うことを目的

とする （専門職大学院設置基準 第二条）

専門職

大学

前条の大学のうち、深く専門の学芸を教授研究し、専門性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な

能力を展開させることを目的とする （学校教育法 第八十三条の二）

学校教育法等における各教育課程の目的
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(1)医師 (2)歯科医師 (3)薬剤師

(4)看護師 (5)保健師 (6)助産師

(7)診療放射線技師 (8)臨床検査技師

(9)理学療法士 (10)作業療法士

(11)視能訓練士 (12)言語聴覚士

(13)臨床工学技士 (14)義肢装具士 (15)救急救命士

(16)歯科衛生士 (17)歯科技工士

(18)あん摩マッサージ指圧師

(19)はり師 (20)きゅう師 (21)柔道整復師

(22)社会福祉士 (23)介護福祉士 (24)精神保健福祉士

計２４資格者

高等教育局医学教育課が所管する医療系・福祉系人材
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←看護教育係が担当する人材



１．指定申請

２．変更承認申請

①課程、修業年限及び入学定員の変更

②教育課程の変更

③校舎の各室の用途及び面積の変更

④実習施設の変更

３．指定取消し申請

４．変更の届出（設置者、名称、位置など）

５．報告（学生募集停止）

＊申請・届出をする際は、必ず最新の「文部科学大臣が指定する看護師学校
等の指定申請等提出書類の作成手引き」を参照
（文部科学省ホームページに掲載）
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kango/1316575.htm

看護師学校等の指定、変更承認申請及び変更届出

①、②：学生受入れの前年度の
５月末、７月末、もくしは１０月末
までに申請
③、④：承認を受けようとする日
から起算して３か月前まで

＊ 文部科学大臣が指定又は認定している看護師学校等における実習施設の変更の申請について（通知）
（高等教育局長通知，平成30年10月18日）

指定申請には設置基準にかかる新規の申請が含まれる
入試の関係から5月末申請が望ましい
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実習施設の変更は、事前に承認を受けなければ
ならいので、申請忘れに注意(保健師助産師看護
師法施行令第十三条、保健師助産師看護師学
校養成所指定規則第八条)



看護系大学の現状
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24,878人

看護系大学数及び入学定員の推移 （令和２年度）

2020年度の教育課程数は、274大学、289課程(1大学で複数の教育課程を有する大学がある)

558人

（文部科学省高等教育局医学教育課調べ）
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国公私立別看護系大学推移（令和2年3月現在）
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（注） 平成１６年度以後の修士課程には、専門職大学院１大学院（入学定員４０名）を含む。

看護系大学院数及び入学定員の推移（令和2年3月現在）
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看護師学校・養成所の養請課程数の推移（令和元年5月現在）
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＊ 医療関係技術者養成学校一覧（文部科学省高等教育局医学教育課）より作成

（年度）

（課程）
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文科省指定専修学校（2年課程・3年課程） 1.6% → 0.8%
厚労省指定養成所（2年課程・3年課程） 72.9% → 63.2%
高等学校（5年一貫制・専攻科） 11.5% → 7.8%



看護師学校・養成所の入学定員の推移（令和元年5月現在）

11＊ 医療関係技術者養成学校一覧（文部科学省高等教育局医学教育課）より作成

（年度）

（人）
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助産師学校・養成所数の推移（令和元年5月現在）

12
養成所は①②より、大学等は②より作成

①医療関係技術者養成学校一覧 ②文部科学省高等教育局医学教育課調べ
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助産師学校・養成所における養成可能人数の推移（令和元年5月現在）
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保健師学校・養成所数の推移（令和元年5月現在）

14医療関係技術者養成学校一覧（文部科学省高等教育局医学教育課）
大学等は、文部科学省高等教育局医学教育課調べより作成
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保健師学校・養成所における養成可能人数の推移（令和元年5月現在）

15養成所は、医療関係技術者養成学校一覧（文部科学省高等教育局医学教育課）より
大学等は、文部科学省高等教育局医学教育課調べより作成
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看護師国家試験合格状況 （令和２年３月）
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*2年課程通信制、EPA、受験資格認定、該当なし、その他

（人）

（年）
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厚生労働省 令和2年3月19日 Ｐｒｅｓｓ Ｒｅｌｅａｓｅ より
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助産師国家試験合格状況 （令和２年３月）

*受験資格認定 またはその他（人）

（年）
厚生労働省 令和2年3月19日 Ｐｒｅｓｓ Ｒｅｌｅａｓｅ より



保健師国家試験合格状況 （令和２年３月）
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6,047 6,230 

6806

3 
12 

50 52 

57

11,295 

12,792 

13,555 

15,766 
14,970 

16,517 

7,901 
7,450 

6,666 6,852 

7537

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2

大学院

大学

短期大学専攻科

養成所

その他*

H22 R2
0.0% → 0.8%
92.7% → 90.3%
2.4% → 1.8%
4.9% → 7.1%
0.0% → 0.0%

*受験資格認定 または その他

厚生労働省 令和2年3月19日 Ｐｒｅｓｓ Ｒｅｌｅａｓｅ より



助産学実習における
分べん取扱い回数に係る調査

令和元年度版

文部科学省高等教育局
医学教育課調べ
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指定規則で定めるところの助産学実習における分べん取扱い回数に係る調査票【令和元年度実績調査】

本調査は、助産師教育における実践能力の確保を図る観点から、保健師助産師看護師学校養成所
指定規則（昭和２６年文部省・厚生省令第１号）別表２備考欄に定められた分べん取扱い回数等
の実態を把握するため、調査を実施するものである。

調査主旨

調査対象

文部科学大臣が指定する助産師養成学校

（１７９校に調査票配布）

＊大学院には専門職大学院１校を含む

＊募集停止を開始している4校含む

＊集計結果は、学年進行中の15校を除き１６４
校の結果である。

20

大学院

46校

（25.7%）

大学

89校

（49.7%）

大学専攻科

28校

（15.6%）

大学別科

12校

（6.7%）

短大専攻科

3校

（1.7%）

専修学校

1校

(0.6%)

調査対象校課程別割合（令和元年度）

大学院

大学

大学専攻科

大学別科

短大専攻科

専修学校

n＝１７９



332

753

315

164

65

15

228

549

287

158

64

9

0

100

200

300

400

500

600

700

800

大学院 大学 大学専攻科 大学別科 短大専攻科 専修学校

養成可能人数 助産学実習単位取得学生数

（人）

養成可能人数と助産学実習の単位を取得した学生数の比較(令和元年度)
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学年進行中の15校
を除く164校の結果



助産学実習の単位取得学生数が養成可能人数のおおむね8割を満たさない理由

 46校より回答あり

 自由記述・複数回答

 30校が、昨年度と同様に8割に満たないと回答 22

大学院 大学専
攻科

大学別
科

大学 短大専
攻科

専修
学校

全体

進路変更・途中辞退 ３ ３ ０ ７ ０ ０ １３

志望者が合格基準を
満たさなかった

１ ０ ０ １２ ０ ０ １３

希望者数が少なかっ
た

３ １ ０ ４ ０ ０ ８

看護学分野と助産学
分野全体の数で募集
しているため実際の
養成数が不確定

５ ０ ０ ０ ０ ０ ５

施設確保困難 １ ０ ０ ３ ０ ０ ４

教員数確保困難 ０ ０ ０ ３ ０ ０ ３

単位取得できず １ ０ ０ ０ ０ ０ １



学生一人当たりの平均分娩取扱い回数

23

学年進行中の
15校除く

大学院では学
生入学0名の１
課程を除く

163校の結果

平均 中央値 ＭＡＸ ＭＩＮ 最頻値

大学院
(n=38)

11.4 10.6 17.2 9.0 10.0

大学専攻
科(n=28)

10.1 10 13 9.1 10.0

大学別科
(n=11)

10.0 10.1 10.4 9.6 10.1

大学(n=82) 9.8 10 11.5 9.0 10.0

短大専攻
科(n=3)

9.6 9.9 10 9.0 N/A

専修学校
(n=1)

9.3 9.3 9.3 9.3 N/A

全体
(n=163)

10.2 10 17.2 9.0 10.0

（回）



指定規則で定める助産学実習の総単位数
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平均 中央値 ＭＡＸ ＭＩＮ 最頻値

大学院
(n=38)

12.0 11 19 11 11

大学専攻科
(n=28)

12.1 12 16 11 11

大学別科
(n=11)

11.4 11 13 11 11

大学(n=82) 11.6 11 16 11 11

短大専攻科
(n=3)

11.3 11 12 11 11

専修学校
(n=1)

11 11 11 11 11

全体(n=163) 11.7 11 19 11 11

学年進行中の
15校を除く

大学院では学
生入学0名の１
課程を除く

163校の結果



助産学実習に従事した平均教員数（養成課程1校当り）

（人）

25n=39                   n=82                   n=28                    n=11                   n=3                     n=1

1.3 1.0 0.8 0.6
1.3

0.9 1.1
0.7 0.6

0.3

0.8 0.8
1.5

1.3

1.7

1.6
1.4 1.0

0.7

0.3

0.2
0.4

0.3

3.0

1.0 1.5

3.6

3.8

5.3

1.0

5.9
6.3

7.9

7.1

9.0

4.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

大学院 大学 大学専攻科 大学別科 短大専攻科 専修学校

教授 准教授 講師 助教 助手 専任教員（専修学校） 非常勤助手

学年進行中の
15校除く164校



助産学実習に従事した平均教員数（卒業/修了学生10人対）

26

（人）

学年進行中の
15校除く

n=39                   n=82                   n=28                    n=11                   n=3                     n=1

2.1 
1.5 

0.8 0.4 0.6 

1.6 

1.6 

0.7 
0.4 0.2 

1.4 

1.3 

1.5 

0.9 0.8 

2.8 

2.1 

0.9 

0.5 
0.2 

0.4 

0.6 

0.3 

3.3 

1.8 

2.3 

3.5 

2.7 

2.5 

1.1 

10.1 

9.5 

7.7 

4.9 

4.2 
4.4 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

大学院 大学 大学専攻科 大学別科 短大専攻科 専修学校

教授 准教授 講師 助教 助手 専修学校専任教員 実習のための非常勤助手



助産学実習に活用した平均実習施設数（養成課程1校当り）

（施設）
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n=39                n=82               n=28                  n=11               n=3                   n=1               n=164

学年進行中の
15校を除く

3.8 4.1
5.3 5.5

7.0

3.0
4.4

1.3 0.8

1.5 1.4

2.0

1.0

1.1

2.8
1.5

2.4 1.4

3.3

5.0 2.0

0.4

0.5

1.1
1.3

4.0

0.0

0.7

8.3

6.9

10.3 9.5

16.3

9.0

8.2

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

大学院 大学 大学専攻科 大学別科 短大専攻科 専修学校 全体

病院 診療所 助産所 その他



助産学実習に活用した平均実習施設数（卒業/修了学生10人対）

（施設）
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6.4 6.2
5.2

3.9 3.3 3.3

5.6

2.1
1.2

1.4

0.9
0.9 1.1

1.4

4.9

2.2
2.3

0.9 1.6

5.6

2.5

0.7

0.7
1.1

0.9
1.9

0.0 0.9

14.2

10.3 10.0

6.6
7.7

10.0 10.4

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

大学院 大学 大学専攻科 大学別科 短大専攻科 専修学校 全体

病院 診療所 助産所 その他
学年進行中
の15校を除く

n=39                n=82               n=28                  n=11               n=3                  n=1               n=164
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看護系大学の動向

助産師教育の動向と課題

• 看護系大学は私学を中心に年間約10校程度増加してきていたが
、令和に入ってそのペースが緩やかになった。（スライドp7,8）

• 助産師養成課程は、看護師資格をもった学生を教育する大学
院、専攻科・別科での教育が増えてきており、その傾向はしばら
く続くと思われる。（スライドp12）

• 単位修得学生が養成可能人数の8割に満たなかった学校は「大
学」が多く、その理由は「合格基準を満たさなかった」が最多で、
その割合は昨年に比べ増えている。（スライドp22）

• 一人当たりの平均分娩取扱い回数の平均は昨年と同様で、10

回未満は大学、短期大学専攻科、専修学校で生じている。（スラ
イドp23）
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近年の看護教育行政の流れと
保健師助産師看護師学校養成所指定規則

の改正について



H16 H21H20         H19H14 H22 H23 H24 H29H28 H30 R元 R2

近年の看護師等養成制度改正及び看護教育行政の動き

大学における看護系人
材養成の在り方に関す
る検討会
H21.3-H23.3
①保健師養成を、各大
学が自身の教育理念・
目標や社会のニーズに
基づき、選択可能とする
②「学士課程においてコ
アとなる看護実践能力と
卒業時到達目標」を策定

看護学教
育のあり
方に関す
る検討会
(第一次）
H14

看護学教
育のあり
方に関す
る検討会
(第二次）
H16

新たな看護の
あり方に関す
る検討会
H14.5-H15.3

看護基礎教
育の充実に関
する検討会
H18.3-H19.4

看護基礎
教育のあり
方に関する
懇談会
H20.1-7

大学・短期
大学にお
ける看護学
教育の充
実に関する
調査協力
者会議
H19

保
助
看
法
改
正

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
正

看護教育の内容と
方法に関する検討会
H21.4-H23-2

指
定
規
則
改
正

保
健
師
・
助
産
師
課
程

新
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
始

看
護
師
課
程

新
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
始

看護系大学における看護教育のさらなる充実文部科学省関係

厚生労働省関係

大学における
看護系人材
養成の在り方
に関する検討
会
Ｈ28.11-H29.9
「看護学教育
モデル・コア・
カリキュラム」
策定

大学におけ
る看護系人
材養成の在
り方に関す
る検討会
R元5.-R2．3

「看護学実
習ガイドライ
ン」策定

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
正

保
健
師
・
助
産
師
・
看
護
師

課
程
新
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
始

Ｈ３０～看護コアカリ教育スタート

指
定
規
則
改
正

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
正

看護基礎
教育検討
会
H30.4～
R元.9

Ｒ２改正
Ｒ３施行

R4
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保健師助産師看護師学校養成所指定規則

令和2年の改正内容

32



教育内容 単位数 備考

公衆衛生看護学
公衆衛生看護学概論
個人・家族・集団・組織の支援
公衆衛生看護活動展開論
公衆衛生看護管理論

18（16）
２

16（14）

健康危機管理を含む

疫学 2

保健統計学 2

保健医療福祉行政論 4（3）

臨地実習
公衆衛生看護学実習
個人・家族・集団・組織の支援実習
公衆衛生看護活動展開論実習
公衆衛生看護管理論実習

5

5

2
保健所・市町村での実習含む

継続した指導含む

合計 31（28）

別表一 改正案 （保健師）

3

備考一 単位の計算方法は、大学設置基準第二十一条第二項の規定の例による。

二 看護師学校養成所のうち第四条第一項に規定する課程を設けるものと併せて指定を受け、かつ

その学生又は生徒に対し一の教育課程によりこの表及び別表三に掲げる教育内容を併せて教授

しようとするものにあつては、括弧内の数字によることができる。

三 複数の教育内容を併せて教授することが教育上適切と認められる場合において、臨地実習五単

位以上及び臨地実習以外の教育内容二十六単位以上であるときは、この表の教育内容ごとの単

位数によらないことができる。

２単位増

1単位増

3単位増

23単位から26単位へ変更 33

改正箇所は下線で表示



教育内容 単位数 備考

基礎助産学 6（5）

助産診断・技術学 10

地域母子保健 2

助産管理 2

臨地実習
助産学実習

11

11 実習中分べんの取扱いについ

ては、助産師又は医師の監督の
下に学生一人につき十回程度行
わせること。この場合において、
原則として、取り扱う分べんは、
正期産・経膣分べん・頭位単胎
とし、分べん第一期から第三期
終了より二時間までとする。

合計 31（30）

別表二 改正案（助産師）

備考一 単位の計算方法は、大学設置基準第二十一条第二項の規定の例による。

二 看護師学校養成所のうち第四条第一項に規定する課程を設けるものと併せて指定を受け、かつ

その学生又は生徒に対し一の教育課程によりこの表及び別表三に掲げる教育内容を併せて教授

しようとするものにあつては、括弧内の数字によることができる。

三 複数の教育内容を併せて教授することが教育上適切と認められる場合において、臨地実習十一

単位以上及び臨地実習以外の教育内容二十単位以上であるときは、この表の教育内容ごとの単

位数によらないことができる。

２単位増

1単位増

3単位増

17単位から20単位へ変更 34

改正箇所は下線で表示



教育内容 単位数

基礎分野 科学的思考の基盤

人間生活・社会の理解

専門基礎分野 人間の構造と機能

疾病の成り立ちと回復の促進

健康支援と社会保障制度 6

専門分野 基礎看護学

地域・在宅看護論

成人看護学

老年看護学

小児看護学

母性看護学

精神看護学

看護の統合と実践

臨地実習

基礎看護学

地域・在宅看護論

成人看護学

老年看護学

小児看護学

母性看護学

精神看護学

看護の実践と統合

11

6（4）

6

4

4 

4

4

4

23

3

2

2

2

2

2

合計 102(100)

別表三 改正案 （看護師）

14

16

4

1単位増

基礎分野Ⅰ

基礎分野Ⅱ

統合分野の区分を
廃止

1単位増

1単位増

統合分野にあった「在宅看
護論」が「地域・在宅看護

論」となる

成人と老年を統合し

4単位となる

教育内容を問わない
実習6単位を含む

備考三

参照

2単位増

5単位増

「在宅看護論」が「地
域・在宅看護論」へ

35

改正箇所は下線で表示



備考一 単位の計算方法は、大学設置基準第二十一条第二項の規定の例による。

二 次に掲げる学校等において既に履修した科目については、その科目の履修を免除することができる。
イ 学校教育法に基づく大学若しくは高等専門学校又は旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）に基づく大学

ロ 歯科衛生士法（昭和二十三年法律第二百四号）第十二条第一号の規定により指定されている歯科衛生士学校（同号イに掲げる学校教育法に基づく大学及び高

等専門学校を除く。以下この号において同じ。）又は同条第二号の規定により指定されている歯科衛生士養成所

ハ 診療放射線技師法（昭和二十六年法律第二百二十六号）第二十条第一号の規定により指定されている学校又は診療放射線技師養成所

ニ 臨床検査技師等に関する法律（昭和三十三年法律第七十六号）第十五条第一号の規定により指定されている学校又は臨床検査技師養成所

ホ 理学療法士及び作業療法士法（昭和四十年法律第百三十七号）第十一条第一号若しくは第二号の規定により指定されている学校若しくは理学療法士養成施設

又は同法第十二条第一号若しくは第二号の規定により指定されている学校若しくは作業療法士養成施設

ヘ 視能訓練士法（昭和四十六年法律第六十四号）第十四条第一号又は第二号の規定により指定されている学校又は視能訓練士養成所

ト 臨床工学技士法（昭和六十二年法律第六十号）第十四条第一号、第二号又は第三号の規定により指定されている学校又は臨床工学技士養成所

チ 義肢装具士法（昭和六十二年法律第六十一号）第十四条第一号、第二号又は第三号の規定により指定されている学校又は義肢装具士養成所

リ 救急救命士法（平成三年法律第三十六号）第三十四条第一号、第二号又は第四号の規定により指定されている学校又は救急救命士養成所

ヌ 言語聴覚士法（平成九年法律第百三十二号）第三十三条第一号、第二号、第三号又は第五号の規定により指定されている学校又は言語聴覚士養成所

三 保健師学校養成所のうち第二条第一項に規定する課程を設けるものと併せて指定を受け、かつ、

その学生又は生徒に対し一の教育課程によりこの表及び別表一に掲げる教育内容を併せて教授

しようとするものにあつては、括弧内の数字によることができる。

四 複数の教育内容を併せて教授することが教育上適切と認められる場合において、臨地実習二十

三単位以上及び臨地実習以外の教育内容七十九単位以上（うち基礎分野十四単位以上、専門基

礎分野二十二単位以上並びに専門分野四十三単位以上）であるときは、この表の教育内容ごと

の単位数によらないことができる。

五 臨地実習の総単位数二十三単位から各教育内容の単位数の合計を減じた六単位については、学

校又は養成所が教育内容を問わずに定めることができるものとする。 36

別表三 改正案 （看護師）



看護系大学への指定規則の適用に関する
課題と対応について
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大学における看護系人材養成の在り方に関する検討会
第一次報告

大学における看護系人材の充実に向けて、看護系大学への指定規則の適用に関
する課題と対応策について取りまとめた

（令和元年12月20日）

I. 看護系大学を取り巻く環境

『「卒業認定・学位授与の方針」「教育課程編成・実施の方針」「入学者受入れの
方針」の策定および運用に関するガイドライン』（平成28年 中央教育審議会大学
分科会大学教育部会）

• 個々の大学は、自大学の精神や強み・特色等を踏まえ、三つのポリシーを適切
に策定し、それらに沿った充実した大学教育を自主的・自律的に展開すること

「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン」（平成30年 中央教育審議会）

• 各大学が自大学の教育の質を保証するためには、自ら示した三つのポリシー
に基づく体系的で組織的な大学教育を展開する

• 成果を評価するための質的水準や具体的な実施方法などを定めた方針を策定
活用し、自己点検・評価を実施した上で、教育の改善・充実につなげること
が重要である
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II. 大学における看護系人材養成充実に向けた検討の経緯

大学における看護系人材養成の在り方に関する検討会

• 学士課程における看護学基礎カリキュラムによる看護学教育の在
り方、新たな看護学教育とその質の保証の在り方が示された

• 学士課程において、コアとなる看護実践能力と卒業時到達目標
（５つの能力群と20の看護実践能力）を提示

看護学教育モデル・コアカリキュラム策定・公表

• 学士課程における看護系人材養成の充実と社会に対する質保証のた
め、看護系の全ての大学が学士課程における看護師養成のための教
育において、共通して取り組むべきコアとなる内容を抽出し、カリ
キュラム編成の参考となるよう列挙された学修目標を提示

（平成23年）

（平成29年）
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III. 指定規則改正案を踏まえた看護系大学における教育課程の
編成上の留意事項

• 保健師課程を選択または必修としている大学が十分な検討をせずに、
看護師学校に係る単位を減じることがないように、括弧の単位を適用
することの妥当性を慎重に吟味した上で、指定又は変更申請を行うこ
とが必要である

• 保健師課程を選択しない学生には適用されない

今後の社会情勢の変化や国民のニーズに対応できるように、
各看護系大学は担うべき役割を明確にし、大学が自ら教育課
程を編成するという、大学設置基準に示されている前提に立
ち、指定規則の適用および運用をしていくことが必要である

看護師養成課程の総単位数に新たに括弧が表された

１．指定規則の改正案の適用

（別表三 備考三）
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① 保健師・助産師・看護師に共通した看護学の基礎を教授する課程

② 看護生涯学習の出発点となる基礎能力を培う課程

③ 創造的に開発しながら行う看護実践を学ぶ課程

④ 人間関係形成過程を伴う体験学習が中核となる課程

⑤ 教養教育が基盤に位置付けられた課程

卒業時に修得できている能力だけに着目するのではなく、卒業後、自
分自身で物事を考え組み立て、学修した知識・技術を統合していく力
を獲得できるように教授していくことが重要

学士課程における看護学教育の特質の再確認

２．指定規則改正を踏まえた今後の教育課程の編成

独自性のある教育課程を編成する必要性

• 指定規則は国家試験受験資格の取得にかかる必要最低限の基準

• 看護学教育モデル・コア・カリキュラム等の外部基準を参照しながら
これまで以上に効果的かつ効率的な独自の体系化された教育課程を、
自ら編成していくことが必要
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教育内容と教育方法の充実の必要性

• 在宅領域を含む地域における看護実践に関する教育内容について、
早期からの学修、科目内容の充実に向け、現行カリキュラムを検討
し、必要と判断したら改正していくことが大学に求められている

• 多職種連携において看護職者に期待される役割は大きく、専門職連
携教育の充実を図ることが期待されている

• 高い実践力を修得していくには、臨床判断能力（臨床推論力）の修
得への期待も高く、現行の科目の工夫だけでなく、新規科目の可能
性も検討することが必要である

教育内容

教育方法

• 知識伝達型の授業形態から、ブレインストーミング、ロールプレイ
、PBL（Problem-Based Learning）、シミュレーション教育等、
アクティブラーニングへの積極的な転換を図るなど、ディプロマ・
ポリシーを見据えながら、カリキュラムポリシーにのっとり、講義
、演習、実習を有機的に関連付け、組み合わせたカリキュラムとな
るように工夫することが必要である

• 継続的に教育方法とその評価方法を工夫していくことが求められる 42
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IV. 看護系大学における質保証に向けた今後の課題

臨地実習の質の保証・充実に向けた検討の継続の必要性

○助産師養成において、出産数が減少傾向にある中、シミュレーション
教育導入等、演習の充実を図り、妊娠期ケア能力および分べん期ケア能
力を含む、妊娠期から子育て期にある母子と家族を切れ目なく継続的に
支援する能力の向上を担保できる、演習と実習の有機的連動を検討する
ことが必要

○保健師養成では、見学中心の実習ではなく、学生が実施した実践を振
り返り評価して次の実践につなげることのできる実習、演習と実習を連
動させること、健康危機管理や政策形成能力の強化が課題

○看護学教育モデル・コア・カリキュラムの項目F「臨地実習」にて、
臨地実習の学修目標を示してきているが、教育方法や実習科目の体制づ
くりまでに踏み込んだ内容はない

「看護学実習ガイドライン」へ展開

令和2年3月30日公表 文部科学省
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• 教員の量的確保も重要であるが、学位を有していることに加え、臨床実践力を
問うなどの教員の教育力の保証に関する検討が必要

• アクティブラーニングの活用などの工夫により、同じ単位、時間の中でもっと
多く学修できると捉え、講義・演習・実習の教育方法を検討すべき

• 若手教員の教育力の向上への支援とあわせて研究時間の保証等、教員の育成に
関し、積極的な取り組みが期待される

• カリキュラムを検討する際、教育方法に関する研究知見を積極的に活用すると
ともに、自大学に活用した際の効果についても適切に評価し、更に効果的な教
育方法に関する研究を積み重ねていくことが必要

• 学生の生涯にわたる自分自身の教育力を強化できる教育課程及び教育方法と
なっているか評価し、工夫していくことが必要

• 教育の質保証に関して、指定規則に替わる教育の質保証の仕組みの必要性が
指摘され、第三者評価によって教育水準を担保するなど、指定規則の趣旨を
上回る教育の質を保証する体制が必要である

（自己評価、機関別評価、分野別評価の活用による教育プログラムの評価）

教育方法の向上に向けた取り組みの必要性

看護実践能力の評価の仕組みを検討する必要性

指定規則の在り方を含めた教育の質保証に関する課題



看護学実習ガイドライン
（令和2年3月30日公表）
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看護学実習ガイドライン策定の経緯

大学における看護系人材養成の在り方に関する検討会 第一次報告（令和元年12月20日）

目的：大学における看護学教育の更なる充実に向け、専門的事項について検討を行い、必要に応じて報告
を取りまとめる

 大学を取り巻く環境変化

① 保健師・助産師・看護師に共通した看護学の基礎を教授する課程
② 看護生涯学習の出発点となる基礎能力を培う課程
③ 創造的に開発しながら行う看護実践を学ぶ課程
④ 人間関係形成過程を伴う体験学習が中核となる課程
⑤ 教養教育が基盤に位置付けられた課程

卒業時に修得できている能力だけに着目するのではなく、卒業後、自分自身で
物事を考え組み立て、学修した知識・技術を統合していく力を獲得できるよう
に教授していくことが重要

学士課程における看護学教育の特質の再確認

 看護系大学の動向

地域包括ケアの推進

少子高齢社会

医療の高度化・複雑化

IoT、AI
ビッグデータ
ロボティクス

2040年に向けた高等教育のグランドデザイン

３ポリシーに基づく体系的で組織的な大学教育

自己点検・自己評価の実施 教育の改善・評価

教学マネジメントの導入

看護系大学の増加
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臨地における実習の指針となるガイドラインの作成の必要性

臨地実習に関する多くの課題
① 在院日数の短縮により受け持ち患者選定が困難である
② 医療安全上、実践できる看護ケアの範囲の縮小・内容制限がある
③ 臨地実習が見学にとどまることがある
④ 臨地での実習時間の短縮と体験学習機会の減少がある
⑤ 確保できる実習先に合わせた実習内容にとどまる
⑥ 臨地実習体験のそれまでの学修との統合や、さらなる学修へ導くことに課題

助産師教育における課題
① 妊娠期・分娩期ケア能力を含む妊娠期からから子育て期にある母子・家族を切

れ目なく支援する能力向上のために、演習と実習の有機的連動の検討の必要性
保健師養成における課題
① 見学中心実習から実践の実施と振り返り、評価を行う実習の必要性
② 演習と実習の連動の必要性
③ 健康危機管理、政策形成能力の強化の必要性

教育方法や実習科目の体制づくりの課題

看護系大学における質保証に向けた今後の課題

① 臨地実習の質の保証・充実に向けた検討の継続の必要性
② 看護系大学の教育内容および教育方法の向上に向けた取り組みの必要性
③ 看護実践能力の評価の仕組みを検討する必要性
④ 看護系大学における指定規則の在り方を含めた教育の質保証に関する課題
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看護学実習ガイドライン（概要）

大学における看護系人材養成の在り方に関する検討会 第二次報告（令和2年3月30日）

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/098/gaiyou/mext_00260.html

I. 看護学実習ガイドライン策定の趣旨

意見聴取 看護系大学285課程 短期大学17課程 令和2年2月10日～17日

原案作成 一般社団法人 日本看護系大学協議会 看護学教育質向上委員会

策定の
位置づ
け

学生を含む大学および実習施設にとっての指針であり参照基準である
看護コアカリの看護系人材として求められる基本的な資質・能力の育成に資するものである など

看護学
実習の
目的

学士課程で学修した教養科目、専門基礎科目の知識を基盤とし、専門科目として看護の知識・技術・態
度を統合、深化し、検証することを通して、実践へ適用する能力を修得する授業 など

大学・実
習施設・
学生の
役割

大学は学生の教育に関する責任を有する。学生の十分な準備状況であることを保証する
実習指導教員は、学生が修得した知識・技術・態度を統合し、看護学実習における対象者に看護ケア
を提供することを支援する

実習施設は看護ケア提供の責任を有し、その看護ケアに学生を受け入れ、実習施設の看護ケアの質の
維持と学生が学修目標を到達できるよう調整する 学生が看護ケアに参画できる機会を提供する。チー
ムの一員として役割を果たすことができるように調整する

実習指導者等は学生との関係性を構築し、看護学実習に臨む意欲を引き出せるよう支援する 学生の
看護ケアを尊重しながら対象者のアセスメントを説明し、適切な看護ケアの技術を示す。看護の実践者
としての役割モデルを示す

学生は、看護を提供することを通して、情報収集力、アセスメント力、看護ケアを提供する技術力、対人
関係形成力を養う。倫理に関して学修を深める。自己洞察力を強化することを努力し、看護学の理解を

深化させる など
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II. 大学と実習施設との連携・協働体制の構築

III.看護学実習前の調整

組織的体
制づくり

大学は、実習施設から看護学実習に関する承諾書を得て、文部科学省への申請手続きを進めると共
に、契約を締結し、連携・協働体制の基盤を形成する

実習施設は実践を基本とする質の高い実習指導となるように、学生が学修するために必要な物品、設
備等の実習環境を大学と調整し準備する など

指導の体
制づくり

大学は、教員に対して、看護学実習の目的、看護学実習における教員の役割と責任、大学と実習施
設との連携・協働体制等について理解し行動できるよう、情報共有あるいはFDの機会をもつ

実習指導教員は医療等の最新の状況を把握して、担当する科目における臨地における実践力を維

持・向上させる努力が必要 など

倫理及び
安全管理
に関する
調整

実習のプロセスを通し、対象となる個人・家族等の安全と人権が尊重されること、また学修者である学
生の安全と人権も保障されることが重要である

学生に対して看護学実習で対象者へ提供する看護ケアについて、実習前までに看護学基礎教育に
おいて学修し、実施の安全性が確認された技術であることを周知するとともに、実習施設と調整するこ
とが必要である

大学は、臨地での実習における事故発生時の対応マニュアルを整備し、実習施設と調整すると共に、
実習要項に明示して学生に事故予防を周知する。

臨地での実習における災害発生時のマニュアルを整備し、実習指導教員や学生が迅速に対応できる
よう実習要項にフローチャート等を明示して、実習施設及び学生に周知する など

実習要項
の作成

実習目的、実習目標、実習スケジュール、実習評価方法、感染予防対策、事故予防対策、個人情報
の保護などの倫理的配慮、災害時の対応を明示した実習要項を作成する など

実習前打
合せ

大学は事前会議を主導し、実習目的・目標等を実習施設に説明し、役割分担・責任範囲、評価方法、
指導方法の方針、各学生の学修進度、合理的配慮が必要な学生の情報等について共通認識するよ
う努める など

レディネ
ス形成

学生は、実習目標を達成するために必要な知識と技術を復習する
実習指導教員は、学生個々のレディネス把握、実習への取り組みの動機づけを行う など
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V. 評価方法

実習評価項目の設
定

実習指導教員等は各実習科目の目的を設定し、その目的を達成するための学生が到達すべ
き目標を設定する。到達目標に基づき実習評価項目、達成度を示す基準を設定する など

外部基準の参照に
よる実習評価項目
の設定

全ての看護学実習科目を総括する目的や、各実習科目の目的・目標を評価する実習評価項
目の作成に当たっては、これまで以上に質の高い教育となることを意図し、看護コアカリや「看
護系大学学士課程の臨地実習の基準」を参照し、さらに「大学教育の分野別質保証のための
教育課程編成上の参照基準看護学分野」、「看護学士課程教育におけるコアコンピテンシーと
卒業時到達目標」といった外部基準も積極的に活用する など

到達度に基づく達
成度評価

原則、評価に関する責任は大学が有するが、実習指導者等の意見を可能な限り聴取し評価に
反映させる

評価結果を学生にフィードバックし学生の内省と学修課題を明確にすることを支援する など

看護学実習全体の
評価

学生、実習指導者、実習指導教員による看護学実習の評価結果を、実習施設及び大学によ
る看護学実習のあり方について検討する場を設定する など

IV. ケアへの参画における指導方法

看護学実習におけ
る指導の方針

 実習指導教員と実習指導者等は、学生の個別性のある看護実践能力を身につけられるよう
に支援する など

看護過程に基づく
ケアの実践

学生は看護過程に基づき適切な看護ケアを提供することを学修する。
実習指導者等は看護ケアの場面でのアセスメントや意図することを学生が理解できるように言
葉で表現する など

安全なケア環境の
整備

実習指導者等は、実習開始に際し、学生に実習施設のオリエンテーションを行う。学生は緊張
度が高いため、そのことを十分に理解して、実習に導入する

遭遇したインシデント・アクシデントの原因と再発予防策を考えることは、学生にとっての学修
機会となるため、学生が説明できるように実習指導教員及び実習指導者等は支援する など

チームの一員として
のケア参画

学生は実習指導者等の指導を受けながらケアに参画し報告・連絡・相談を行うことによって協
働する。チームの目標、メンバーの役割、自己の役割を理解する など

大学と実習施設の双方が参照する指導の方針として、実習指導教員
と実習指導者等の両者あるいはいずれかが主語として示されている。
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大学における看護系人材養成の在り方に関する検討会

１．目 的

大学における看護学教
育の更なる充実に向け、
専門的事項について検
討を行い、必要に応じ
て報告を取りまとめる。

２．検討事項

（１）保健師助産師看
護師学校養成所指定規
則を大学において適用
するに当たっての課題
と対応策について

（２）その他、大学に
おける看護系人材養成
に係る事項について

３．開催状況

全7回

（令和元年5月16日

～令和2年3月9日）
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 秋山 正子 株式会社ケアーズ代表取締役 白十字訪問看護ステーション統括所

長・認定ＮＰＯ法人マギーズ東京センター長 

 井村 真澄 日本赤十字看護大学看護学部母性看護学/看護学研究科国際保健

助産学専攻研究科長・教授（公益社団法人全国助産師教育協議会

会長） 

 大島 弓子 豊橋創造大学保健医療学部・大学院健康科学研究科 看護学科長・

教授（一般社団法人日本私立看護系大学協会会長） 

 岡島 さおり 公益社団法人日本看護協会常任理事 

 （川本 利恵子 公益社団法人日本看護協会常任理事 ※第 1 回まで） 

 
鎌倉 やよい 

日本赤十字豊田看護大学学長（一般社団法人日本看護系大学協議

会 看護学教育質向上委員会委員長 ※第 4 回より） 

 釜萢 敏 公益社団法人日本医師会常任理事 

 上泉 和子 青森県立保健大学学長 

（一般社団法人日本看護系大学協議会代表理事） 

 岸 恵美子 東邦大学看護学部・大学院看護学研究科教授 

（一般社団法人全国保健師教育機関協議会会長） 

 小見山 智恵子 東京大学医学部附属病院副院長・看護部長 

 鈴木 克明 熊本大学教授システム学研究センター長・教授 

◎ 高田 邦昭 群馬県立県民健康科学大学学長 

 中根 直子 日本赤十字社医療センター周産母子・小児センター副センタ―長・看

護副部長（※第 4 回より） 

 彦根 倫子 神奈川県平塚保健福祉事務所保健福祉部長・地域統括保健師（※

第 4 回より） 

 平野 かよ子 宮崎県立看護大学学長 

（一般社団法人公立大学協会看護・保健医療部会会員） 

○ 宮﨑 美砂子 千葉大学副学長・大学院看護学研究科教授 

 柳田 俊彦 宮崎大学医学部看護学科教授 

  計１７名 

 ＜オブザーバー＞  

 島田 陽子 厚生労働省医政局看護課長 

  ※５０音順・敬称略 

 



看護学教育モデル・コア・カリキュラム
～「学士課程においてコアとなる看護実践能力」

の修得を目指した学修目標～
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「看護学教育モデル・コア・カリキュラム」の策定について

平成28年10月から有識者会議を設置し、大学の学士課程における看護師養成教育の充実と社会
に対する質保証に資するため「モデル・コア・カリキュラム」の策定に向けて検討
パブリックコメントの結果も踏まえとりまとめ、平成29年10月公表。各大学でカリキュラムの検討開始
平成31年度から、各大学において「モデル・コア・カリキュラム」を踏まえたカリキュラムが順次開始

○ 看護系大学の急増に伴い、教育水準の維持向上が課題
（平成３年１１校→平成２９年２５５校）

○ 地域包括ケアシステムの構築、多職種連携・チーム医療の推進、更なる医療安全の
要請等の社会の変化に対応し、看護師として必要となる能力を備えた質の高い人材養成
が必要

○ 全国の看護系大学が学士課程における看護師養成教育において共通して取り組む
べき内容を抽出し、各大学のカリキュラム作成の参考として示したもの

○ 学生が卒業時までに身に付けておくべき必須の看護実践能力について、その修得の
ための具体的学修目標を提示

１．「看護学教育モデル・コア・カリキュラム」とは

２．策定の背景
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大 学 に お け る 看 護 系 人 材 養 成 の 在 り 方 に 関 す る 検 討 会 ・
看護学教育モデル・コア・カリキュラム策定ワーキンググループ （文科省）

＜ワーキンググループ委員＞

内布 敦子 公立大学法人兵庫県立大学理事兼副学長

大湾 明美 沖縄県立看護大学看護学部長

小山田 恭子東邦大学看護学部准教授

叶谷 由佳 横浜市立大学大学院医学研究科教授

亀井 智子 聖路加国際大学大学院看護学研究科教授

黒田 久美子 千葉大学大学院看護学研究科准教授長

佐々木 幾美日本赤十字看護大学看護学部長

澤井 美奈子 湘南医療大学保健医療学部看護学科准教授

奈良間 美保名古屋大学大学院医学系研究科教授

柳田 俊彦 宮崎大学医学部看護学科教授

渡邊 典子 新潟青陵大学看護学部看護学科教授

◎

○

◎検討会座長 ○検討会副座長
◇WG座長
（敬称略）

＜検討会委員＞

秋山 正子 株式会社ケアーズ白十字訪問看護ステーション

代表取締役・統括所長

浅田 尚紀 公立大学法人兵庫県立大学理事・副学長

阿真 京子 一般社団法人知ろう小児医療守ろう子ども達の会

代表

井村 真澄 日本赤十字看護大学・大学院教授

江藤 宏美 長崎大学大学院医歯薬学総合研究科教授

嘉手苅 英子沖縄県立看護大学学長

上泉 和子 公立大学法人青森県立保健大学理事長・学長

萱間 真美 聖路加国際大学大学院看護学研究科長

川本 利恵子 公益社団法人日本看護協会常任理事

小泉 仁子 筑波大学附属病院副病院長・看護部長

齋藤 宣彦 医療系大学間教養試験実施評価機構副理事長

佐々木 幾美日本赤十字看護大学看護学部長

奈良間 美保名古屋大学大学院医学系研究科教授

野村 美千江 愛媛県立医療技術大学保健科学部看護学科長

菱沼 典子 公立大学法人三重県立看護大学理事長・学長

南 砂 読売新聞東京本社取締役調査研究本部長

宮﨑 美砂子 千葉大学大学院看護学研究科長

柳田 俊彦 宮崎大学医学部看護学科教授

＜オブザーバー＞

島田 陽子 厚生労働省医政局看護課長

◇
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看護系の全ての大学が看護師養成のための教育

（保健師、助産師、看護師に共通して必要な基礎と

なる教育を含む）において、

共通して取り組むべきコアとなる内容を抽出し、

各大学におけるカリキュラム作成の参考となるよう

学修目標を列挙したもの

看護学教育モデル・コア・カリキュラムの定義
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看護学教育モデル・コア・カリキュラムの考え方

1.「学士課程においてコアとなる看護実践能力と卒業時到達目標」
（H23年）を内包し、この看護実践能力の修得に必要な学修目標
を、「モデル・コア・カリキュラム」 として看護系大学関係者をはじ
め広く国民に対して提示することを目的とする

2.平成23年以降の看護学や医療、社会の進展を踏まえ、新たに
盛り込むべき事項を加える

3.モデル・コア・カリキュラムの大学教育における位置づけ：

各大学は、授業科目等の設定、教育手法や履修順序等を

自主的に編成するものである。カリキュラム編成、評価の過程

において、本モデル・コア・カリキュラムに示した学修目標を参考

として活用することを期待
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1. 多様なニーズに応える看護系人材を養成する教育内容

2. 学生が卒業時までに身に付けておくべき必須の看護実

践能力について、その修得のための具体的学修目標を

提示

3. 250校を超える看護系大学での実行可能性を考慮

学修時間数の3分の2程度になるように精選

4. 学士課程における医療系人材養成として、将来的には医

学教育、歯学教育、薬学教育のモデル・コア・カリキュラ

ムとの、同時改訂・一部共有化を見据えた構成

看護学教育モデル・コア・カリキュラムの概要
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医学教育、歯学教育、薬学教育の
モデル・コア・カリキュラムとの対比

看護学教育モデル・コア・カリキュラム
医学教育モデル・コア・カリキュラム

（H28年度改訂版）
歯学教育モデル・コア・カリキュラム

（H28年度改訂版）
薬学教育モデル・コアカリキュラム

（H25年度改訂版）

看護系人材として求められる
基本的な資質・能力

医師として求められる
基本的な資質・能力

歯科医師として求められる
基本的な資質・能力

薬剤師として求められる
基本的な資質

A
看護系人材として求めら
れる基本的な資質・能力 A

医師として求められる基
本的な資質・能力 A

歯科医師として求められ
る基本的な資質・能力 A 基本的な事項

B 社会と看護学 B 社会と医学・医療 B 社会と歯学 B 薬学と社会

C
看護の対象理解に必要
な基本的知識 C 医学一般 C 生命科学 C 薬学基礎

D
看護実践の基本となる専
門基礎知識 D

人体各器官の正常構造と
機能、病態、診断、治療 D

歯科用医療機器（歯科生
体材料、歯科材料・器械） D 衛生薬学

E
多様な場における看護実
践に必要な基本的知識 E

全身におよぶ生理的変
化、病態、診断、治療 E 臨床歯学 E 医療薬学

F 臨地実習 F 診療の基本 F シミュレーション実習（模型

実習・相互演習（実習））
F
薬学臨床
※コアカリキュラムとは別に「薬学実務
実習に関するガイドライン」を平成26年
度に策定

G 看護学研究 G
臨床実習
※「診療参加型臨床実施実習ガ
イドライン」（参考例）を含む

G 臨床実習 G 薬学研究
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看護学教育モデル・コア・カリキュラムの構成

○看護系人材として求められる基本的な資質・能力

Ｂ 社会と看護学

Ｃ 看護の対象理解に必要な基本的知識

Ｄ 看護実践の基本となる専門基礎知識

E 多様な場における看護実践に必要な基本的知識

F 臨地実習

Ｇ 看護学研究

（生涯を通して）

「学
士
課
程
に
お
い
て
コ
ア
と
な
る
看
護
実
践
能
力
」
の
修
得
を
目
指
し
た
学
修
目
標

Ａ 看護系人材（看護職）として求められる基本的な資質・能力

Ａ
に
示
さ
れ
る
資
質
・能
力
の
修
得
に
つ
な
が
る
学
修
目
標

卒後

学士課程卒業時

健康の概念、ライフスタイルと健康
法律・制度、社会における看護職の役割、倫理・個人情報保護等

看護とは、生活者としての人間理解
身体・心の側面からの人間理解
生体機能・健康障害の種類・薬理・放射線 等

看護過程、看護基本技術、対象特性別（発達段階・
健康の段階）の看護、組織における看護活動 等

多様な場に応じた看護、地域包括
ケア災害時の看護実践 等

看護の知識・技術の統合、ケアへの参画、チーム医療の一員としての自覚 等

看護研究における倫理、看護研究を通した看護実践の探究 等

様々な場面で人々の身体状態を観察・判断、状況に応じて適切な対応ができる看護実践能力

保健・医療・福祉等の分野において、人々の健康で幸福な生活の実現に向けて貢献できる看護系人材
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看護学教育モデル・コア・カリキュラムの活用

各大学の3P（アドミッション・カリキュラム・ディプロマポリシー）
に照らし合わせ、科目ごとの学修目標を検討する際に参考
にし、学習内容の充実につなげる

 看護学教育モデル・コア・カリキュラム対応チェックシート

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kango/1217788.htm
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「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシー），「教育課程編成・実施の方針」
（カリキュラム・ポリシー）及び「入学者受入れの方針」（アドミッション・ポリシー）の

策定及び運用に関するガイドライン （平成２８年３月３１日）

 学校教育法施行規則 第165条の2

 全ての大学等において、３つのポリシーを一貫性のあるものとして
策定し、公表する（平成29年４月1日施行）

ディプロマ・
ポリシー

各大学がその教育理念を踏まえ，どのような力を身に付ければ学位を授与するの
かを定める基本的な方針であり，学生の学修成果の目標ともなるもの

カリキュラム・
ポリシー

ディプロマ・ポリシーの達成のために，どのような教育課程を編成し，どのような教育
内容・方法を実施するのかを定める基本的な方針

アドミッション・
ポリシー

各大学が，当該大学・学部等の教育理念，ディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポリ
シーに基づく教育内容等を踏まえ，入学者を受け入れるための基本的な方針であ
り，受け入れる学生に求める学習成果 （学力の3要素※）を示すもの。
※ （1）知識・技能，（2）思考力・判断力，表現力等の能力， （3）主体性を持って
多様な人々と協働して学ぶ態度
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「三つのポリシー」に基づく大学教育改革の実現（イメージ案）

省令改正① 全ての大学における三つのポリシーの策定・公表

三つのポリシーの策定及び運用に関するガイドライン （中央教育審議会大学分科会大学教育部会）

認
証
評
価

内
部
質
保
証
を
重
視
し
た
評
価
へ
の
発
展
・
移
行

三つのポリシー … 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー），教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー），入学者の受入れ方針（アドミッション・ポリシー）

省令改正② 三つのポリシーに基づく大学教育に対する認証評価項目の追加

三つのポリシーに基づく，

入学者選抜

体系的で組織的な教育の実施

卒業認定，学位授与

三つのポリシーに照らした大学の取組の評価

（ の自己点検・評価）

自己点検・評価に基づく
大学教育の改善・改革

P

（学校教育法施行規則） （学校教育法第百十条第二項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める省令）

D

三つのポリシーの一体的な策定による，
選抜，教育，卒業の各段階における目標の具体化

①ディプロマ・ポリシー

大学の理念や社会の要請等を
踏まえ，学生が身に付けるべき
資質・能力の明確化

②カリキュラム・ポリシー
DPを踏まえた教育課程編成，教育内容・方法の明確化

③アドミッション・ポリシー
①，②の目標・内容を踏まえ，どのように入学者を受け
入れるか，入学者に求める学力の明確化

参考

情
報
の
積
極
的
な
発
信

D

C

A

参考

＜三つのポリシーの策定単位レベルの内部質保証のためのＰＤＣＡサイクル＞

個々の授業科目でも，教員による
ＰＤＣＡサイクルが働くことが重要

P

A

C

D

lan

o

heck

ction
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ご清読いただきまして、ありがとうございました。
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